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１ はじめに 

 

 地域経営をリードする「早稲田大学マニュフェスト研究所人材マネジメント

部会」は、組織課題（職員の努力を、地域の成果へとつなげられる自治体をどの

ように実現するか）と人材課題（住民目線ではなく、生活者の立ち位置から発想

し、関係者と共に未来を創っていける職員をどう育てるか）を実践的な研究課題

としており、組織変革と人材育成を同時に実現することを目指している。 

年間をとおして部会に参加し、「立ち位置を変える（相手の立場、生活者起点

で物事を考える）」「価値前提で考える（ありたい姿から今を考える）」「一人称で

捉え、語る（何事も自分事に引き寄せて考える）」「ドミナントロジック（誤った

思い込み）を転換する（過去や前例に過度に囚われずに考える）」という４つの

視点と「ダイアローグ」、「問い」、「振り返り」などの重要性を教授され、また課

題に向き合う中で、悩みながらも自ら考え、仲間とともに第一歩を踏み出すこと

の大切さと難しさの両面を身に染みて実感した１年であった。 

本篇に入る前に補記すると、2019 年度部会において本市の参加は３回目、平

成 29年度、30年度に続く３期生となる。今期の参加メンバーとして選出された

者の特色として、勤務年数・職位の観点からは係長、主査、主事という 20歳代

～40 歳代のバランスが考慮され、担当業務としては、介護保険、総合政策、子

育て支援といった庁内でも多忙な部署からの人選であり、まさに組織課題・人材

課題を抱え、組織変革や業務改善、人材育成が求められる部署の代表格であった

と考える。 

本稿を記す今となっては、書き出しの「人材マネジメント部会」の理念や研究

会での段階的な研究課程、節目で課される課題の意義について、実践を通して実

感を得る中で、組織変革や人材育成を意識するようになったが、本部会の参加前

は、身近で差し迫った職場環境や業務体制の打開に繋がることを期待するなど、

視野が狭い状態であったと感じている。 

 

参加メンバーの各所感は、付記に預けることとし、本篇は、第１回から第５回

研究会までの研究・活動を一区切りとし（２ 活動経過）、今後の取組に係るシ

ナリオと１年後のあるべき姿（３ 次年度に向けた展望）に繋げる構成としてい

る。 
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２ 活動経過 

(1)第１回から第５回研究会まで、及び現在の活動記録 

 (1-1) 活動の足跡（概要） 

年 月 日 取組項目 取組内容 

2019年  ４月１７日 第１回研究会 

(コレド日本橋 5F WASEDA NEO

教室) 

対話（ダイアローグ）の基

本、意識すべきことの学び

と試行。 

５月８日～１０日 キーパーソンインタビュー① 
(教育部長、子育て健康部長、 

商工観光課長、農林振興課長) 

「総合戦略」に掲げる主要

分野の管理職を対象に、市

や自組織の現状と課題、将

来像について対話を実施。 

５月１５日 第２回研究会 
(コレド日本橋 5F WASEDA NEO

教室) 

「問い」に関する考察→問

いづくりワーク→ギャラリ

ーウォークによる気づき。 

７月１７日～１８日 第３回研究会 

(ベルサール東京日本橋 Room 

コレド日本橋 5F WASEDA NEO教

室) 

北川顧問、出馬部会長講演。 

個人のビジョンと地域・組

織のビジョンについてワー

クシート作成→参加者との

対話。 

８月２１日 キーパーソンインタビュー② 

(教育長、企画政策部長、総務課

長・総務係長、人事課長・人事

係長、保険課長[女性]) 

組織・人材のありたい姿や

現状と課題について人事・

総務部門やその経験者、女

性管理職などを対象に対話

を実施。 

８月２４日 山梨県内自治体自主勉強会① 第４回研究会課題「ありた

い姿から考える組織変革に

向けたアクションプランの

作成」に向けた中間報告会。

自治体の進捗状況報告と情

報共有。 

９月５日・１０月１５日 第４回課題研究に向けての 

メンバー打ち合わせ 

ありたい姿の設定、アクシ

ョンプランの検討。プレゼ

ン動画作成。 

１０月２４日 第４回研究会 
(コレド日本橋 5F WASEDA NEO

教室) 

ありたい姿や現状と課題、

今後のアクションプランに

ついて幹事や他自治体と意

見交換。 
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年 月 日 取組項目 取組内容 

１１月５日 庁内中間報告会 庁内シンクタンクである

「政策研究所」の活動の場

において報告。意見交換。 

１２月１７日～２７日 「働き方に関する職員アンケ

ート」の実施 

業務量、業務の軽減方法、ワ

ークライフバランス等、１

２項目についてグループウ

ェア（組織内システムネッ

トワークソフトウェア）の

アンケート機能により意見

を聴取 

１２月１８日 対話自治体へのヒアリング 対話自治体である山梨市の

職場環境の見学と今後の活

動について情報交換。 

１２月１９日 山梨県ＷＬＢ推進室へのヒア

リング 

ワークライフバランス実現

に目標に活動を実施してい

る県の組織を訪問する。 

2020年  １月１３日 山梨県内自治体自主勉強会② 第５回研究会（ポスターセ

ッション）に向けた報告会

への参加。伊藤幹事と本市

１・２期生のマネ友に協力

いただく。 

1月３０日・３１日 第５回研究会 

(早稲田大学 国際会議場 井

深大記念ホール) 

ポスターセッション。獲得

投票数１位から３位までの

自治体のポスターを通して

取組を学ぶ。最終講話と年

度総括を受ける。 

２月～３月 共同論文執筆 これまでの取組の振り返

り。今後の取組へのシナリ

オづくり。 
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(1-2) キーパーソンインタビュー 

 

◆現状把握と組織課題の抽出（第１段階）４月～５月 

 

＜調査・考察＞ 

・甲斐市について 

県都である甲府市に隣接し、交通の利便性が高く、居住地としては恵ま

れた立地であることから、住宅地の開発が進み、山梨県内で人口が増加し

ている数少ない自治体である。しかしながら、観光や農業が盛んな山梨県

において、これといった特徴がないことが弱みであると言える。 

 

・自組織について 

 職員の人数・構成として平成 16 年９月に３町が合併して以降、採用の

抑制が図られ、団塊の世代の退職時期に採用を増加したことにより、30歳

以下の若手が多く、中堅職員となる世代と課長等の管理職に昇格する世代

が少ない割合であることが分析された。人口１万人当たりの正職員数も合

併以降 60人規模で推移している。 

 

・市の政策について 

平成 27 年度に策定した総合戦略は、人口減少と地域経済縮小の克服を

目指し分野を絞った中期的な取組であり実行性が高く、また部門横断的な

先行事業を戦略的な取組（バイオマス産業都市、ネウボラ推進、など）と

設定していることで、より踏み込んだ計画となっている。 

 

＜キーパーソンとの対話＞ 

人材マネジメント参加メンバーで市の未来像を検討する前に、総合戦略に

おいて目指す各施策の立案の経過、達成状況や課題などを掘り下げる対話を

通して、施策の方向性や将来像を把握し、視野を広げる必要があると考え、

初回のインタビューでは、重点施策としている「ひと（次世代育成）」と「し

ごと（産業振興・定住促進）」を所管する部署の管理職である教育部長・子

育て健康部長・商工観光課長・農林振興課長をキーパーソンとして選定した。 

 

・対話からの気づき 

 ネウボラ事業による産前産後等の子育て支援の環境が充実していく中
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で、まちづくりを担うひとの移住定住を推進するためには、雇用環境の改

善も両輪で回していかなくてはならないが、産業分野において強みが無い

ため、行き詰まり感を抱いている。 

また、市としては、行政ニーズの多様化・煩雑化に伴い、限られた人的資

源及び財源の中で市の将来像実現のために、従来の考え方にとらわれない柔

軟な発想と行動力を持った職員や大局的に考えられる職員の育成、事業の集

中と選択、組織の見直しを含めた適切な人員配置等が必要であると考えた。 

 

◆現状把握と組織課題の抽出（第２段階）６月～８月 

 

 第２回研究会において「対話のための問いづくり」を学び、第３回研究会

にて、現在の課題に向き合うだけの状況対応型のまちづくりから、将来のあ

りたい姿を実現するための課題抽出と分析、バックキャスティングによるま

ちづくりへの転換の提起を受けて、組織の現状分析を更に進め、併せて２回

目のキーパーソンインタビューを実施した。 

 

＜調査・考察＞ 

 過去に実施した、総合計画・総合戦略に対する意識調査や１期生・２期生

によるキーパーソンインタビュー結果、人事課が公表している時間外勤務実

績データ、及び現状観察などに基づき、組織の現状分析を行い、次の３つの

現状分析を導き出した。 

 （１）職員の適正配置…特定の部署や個人に対する負担の偏りがある、業

務の共有化が図られていない 

 （２）人材育成…………中堅職員が少なく若手職員へ指導不足、人事評価

制度の形骸化、モチベーションの低下 

 （３）将来像の共有……中長期的・広域的視点に立って仕事ができていな

い、類似施策の展開により自治体間の個性が失わ

れている 

 

＜キーパーソンとの対話＞ 

２回目のキーパーソン選定にあたっては、組織や人材の現状と課題を事実

として把握しながら、組織・人材の「ありたい姿」を探り、その実現の阻害

要因を分析・考察するため、人事当局や組織全体を調整する総務部局の代表

に絞り込んだ。 

また、女性の働き方を模索するため、女性管理職の視点を取り入れること

を試みた。 
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・対話からの気づき 

組織・人材の課題として、次のような意見が挙がった。 

 係内のコミュニケーション不足 

 業務の多忙化・細分化 

 管理職のマネジメント不足 

 中堅職員の不足 

 昇進意欲や危機感がない 

 個々の意欲が反映しにくい人事制度 

また、ありたい姿としては、次のような意見が挙げられた。 

 多様なキャリアプランが選択できる 

 適切なワークライフバランス 

 互いにフォローし合える組織 

 地域に信頼させる人材 

課題として捉えていることは、我々一般職員が感じていることと共通して

いることが明らかになったが、現状の仕事に追われ、将来や対局を見据え

て考えているとは言い難く、ありたい姿に対し、他人事であったり、あき

らめ感を抱いている職員も少なくないと感じた。 

 

(1-3) プレゼン動画作成 

 

 第４回研究会に向け、課題シートとともに、今までの気づきや苦労、悩みな

どを吐露するプレゼン動画を作成し、９月５日に提出。動画では、組織の現状

を変えることの難しさや、組織全体での閉塞感などを、キーパーソンとの対話

から感じ取り、気づきをえたこと、その中で自分たちがどう動いていくのか明

確な筋道を立てられていなことなど、率直な心境について思いを伝えた。 

後日、幹事団よりフィードバック動画にてアドバイスをいただき、管理職の

マネジメント不足などを指摘され、課題シート内容を修正した。以降にその抜

粋を掲載する。 
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＜第４回研究課題シートより抜粋＞ 
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(2)現状把握と組織課題の分析 

目指すべき組織の姿の設定 

  

 組織・人材のありたい姿（ビジョン）  

 

これまでの活動を踏まえて 20年後のビジョンを次のとおり設定した。 

「職員のライフプランやキャリアプランが尊重され、 

各々がその能力を適所において発揮している組織」 

このビジョンが実現されることで、職員には余力が生まれ、住民が地域の

ことを「自分事」として考える「共助」のまちづくりへの積極的な参画が期

待できるとした。 

 実現過程として、現在から 5 年後には職員の特性や希望が人事に反映さ

れるような仕組みが整備され、健全なワークライフバランスが保たれてい

る状態となっており、その段階以前の 3 年後においては自分の特性や強み

を認識している職員の増加と職員提案が受け入れられる体制の構築が進ん

でいること。手始めの 1 年後では、職員間の対話やコミュニケーションが

とりやすい状態の組織づくりのための着手を理想とした。 

  

ビジョン 対象 

 

２０年後 

・職員個々のライフプラン、キャリアプラ

ンに基づく配置による能力発揮→余力の

発生、視野の拡大→「共助」のまちづく

り参画 

・組織 

・全職員 

 

５年後 

・健全なワークライフバランスが保たれて

いる組織 

・職員の特性や配置先希望を反映した人事 

・組織 

・人事課 

 

３年後 
・自身の特性や強みを認識 

・職員提案制度の活用が進む土壌の形成 

・参加メンバー 

・多くの職員 

・人事課 
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１年後 
・職員間のコミュニケーションの活発化、

対話促進 

・参加メンバー

の所属部署 

→同フロア職員 

→別フロア職員 

 

 組織・人材の現状と課題  

 

  ①＜職員の業務負担が年々増加傾向にある＞ 

 

地方分権改革の推進、機関委任事務の廃止に伴い、国・県から事務及び

権限が継続的に移譲され、更に住民ニーズの複雑・多様化から市町村の業

務量は増加の一途にあるが、事業の仕分けやスクラップが追い付かず、困

難な状態である。特に法令に基づく事務を切り捨てることができない。 

係長職においては、かつては係の統括と調整が主たる役割であった

が、係員とともに業務を分担して協力し合わなければ遅滞を招く恐れが

ある。このことが係長職のプレーヤー化が進む要因と考えられる。 

本市においては、前述のとおり、平成 16年の市町村合併後の採用調

整により非正規雇用（非常勤職員）の増加に反して中堅職員が不足して

おり、係長職を補佐する「№２」をバランス良く配置することが難し

い。事業の複雑・細分化により個々の抱える事務量が増えていることも

加え、新任職員の教育・指導とフォローが十分に行き届かないことにな

る。その裏付けとして、若手職員からは、業務に慣れないうちから責任

のある仕事を任され、不安を感じるという声が聞かれる。 

 

  ②＜年功序列で職位が上がり、個人の意欲が反映されない 

              職位に応じた責任の認識欠如が感じられる＞ 

 

人事評価制度について、誤解や偏見が生じており、効果的に機能して

いるとは言い難い。業務実績・成果の定義の曖昧さや評価者が所属長で

あることなどは、公正な格差をつけるという運用の障害となっている。 

結果的に年功序列で職位が上がる、意欲的な目標を達成しても報われ

ないという認識が根強く残っている。 

 また、同時に経験年数を積んでも、年功序列を理由として責任を全う

しない、できれば回避したいと考える職員がいても不思議ではない。 

 中堅クラスの空洞化により 20年度には、管理職クラスの若年化が発

生することが想定され、若手職員の競争意欲を引き出すためにも人事評

価結果の公表によって職員の多くが納得できる昇進・昇格制度の見直し
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にも着手していく必要がある 

 

 

 

 

  ③＜職員間のネットワークの弱まり・コミュニケーション不足の弊害＞ 

 

 市町村合併に伴う職員の年齢構成の不均衡、業務の細分化による共同

作業の減少をはじめ、ＳＮＳなどコミュニケーションツールの発達など

社会環境の変化により、会話・対話など日常的なコミュニケーションや

仕事以外で関係などのネットワークの希薄化が指摘される。ハラスメン

トの定義が急速に拡大し、お互いを警戒又は牽制し合うような風潮もま

た感じられる。 

 

  ④＜管理職のマネジメント力＞ 

 

 管理職においては、円滑なコミュニケーションにより個々の職員と向

き合い、良好な職場環境を維持するだけでなく、事業の執行予算（カ

ネ）、個々の職員の特性や強み（ヒト）、そして政策（事業施策）など総

合的な視点の下、生産性を意識した経営能力が求められると考える。 

また、職員の連帯を高め、業務の効率化を進めていく上で、課や係の

垣根を越えた相互協力、繁忙時期や個々の職員の状況に応じて変化させ

ることのできる柔軟な事務分掌を定め、活用していくことが理想であ

る。実現には同意形成が不可欠であり、リーダーの求心力と推進力が必

要となる。 

管理職の総合的なマネジメント力は、積み重ねられた経験に依る部分

が大きと考えられるが、管理職となる前のからの準備が必要であり、人

材マネジメント部会などの研究会やその他の研修への参加とともに、日

ごろからマネジメントを意識させるＯＪＴが重要である。 

 

  ⑤＜ワークライフバランス、キャリアプランの意識付け＞ 

 

 働き方改革が浸透しない要因として、職員個人が能動的にワークライ

フバランスやキャリアプラン、ライフプランについて真剣に考えるきっ

かけ、動機付けが不足していると感じる。キャリアプランの形成は人事

異動（幹部を目指す人、特定の分野を極めたい人の進路）と人事評価制

度にも結びつくため、自身の個性、特性、得意な仕事を見つめ直すとと

もに、公言できる制度の実現が理想である。 
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 また、ワークライフバランスについては、組織的な対応がなかなか進ま

ない中で、個人や係・課内で小さいことでもできることから取組を進める

必要がある。 
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(3)アクションプラン  

 「組織・人材のありたい姿（ビジョン）」実現のための取組の第一歩とし

て、また組織・人材の「課題解決」の手がかりを探るために以下のアクシ

ョンプランを設定した。 

（3—1）キャリアプラン、働き方に対する職員アンケートの実施  

 オフサイトミーティングでは自主的な参加者が限られ、参加を躊躇してい

る職員の本音を拾うことが難しいことから、グループウェア（組織内ネット

ワークシステム）のアンケート機能を活用し、広く意見を聴取した。 

 

期 間 ： 令和元年 12月 17日（火）～12月 27日（金） 

対 象 ： 特別職を除く正職員（全職種） 

無記名方式であるが、回答者の性別、年代、職位、職種（一般

行政職、専門職、技能労務職）区分をクロス集計のため投入。 

 設問数 ： ９問（回答率を上げるため、短時間で回答可能な設問に絞る） 

 回答数 ： ２６７件（回答率７２．６％） 

 

 基本は、選択形式での回答としたが、「適当な人事サイクル期間」「業務量

軽減・改善策」には、選択した理由・その他自由記載欄を設け、前者では１

４７件、後者では４２件の記載をいただき、関心の高さが窺えた。 

 「職位」「職種」「年代」「性別」の区分でクロス集計した結果については

１８ページ以降に添付した。 

グループウェアにて周知しフィードバックを予定しているが、深堀りや他

用途への活用には至らず、現在模索中である。 

 

（3—2）他自治体との対話（問題共有）  

 

◆山梨県内での自主勉強会への参加（８月２４日、１月１３日） 

研究会の中では、幹事団、事務局の配慮により多面的なテーマの下、全

国市区町村の参加メンバーと貴重な意見・情報交換を行う場を幾度となく

提供していただいたことで、共通課題の認識や解決策への気づきを得るこ

とができ、また意欲的で冒険的な取組に感化され、刺激を受けることがで

きた。 

しかしながら、行政は部署構成や内規に関して地域性が色濃いため、同

じ山梨県内自治体と対話が必要であると認識していた。今期の人材マネジ
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メント部会には山梨県から多くの自治体が初参加していることから、本市

マネ友や幹事、事務局の強力なサポートの下、前述のとおり８月２４日に

取組等進捗状況に関する中間報告会を、令和２年１月１３日に最終のポス

ターセッションに向けて県内プレゼンを実施した。 

参加メンバーの活動としてはアクションプランの発展を図るため、次の

団体に訪問を行い、建設的意見を交わし、問題意識の共有に努めた。 

 

◆対話自治体（山梨市）との意見交換（１２月１８日） 

 対話自治体である山梨市とは、随時メール等で情報交換を行っていた

が、実際に市役所へ訪問し、活動の意見交換とともに、職場環境の視察も

兼ねて訪問した。 

 

【職場環境の様子】 

 工場跡地をリフォームしたため、スペースが広く、庁舎の随所に椅子、机

があり、市民に開放されているほか、簡易的な打ち合わせ等にも活用して

いる。 

 机や椅子の他、カウンターが据え付けられたフリースペースもあり、そこ

で昼食をとる職員もいる。 

 来庁者を挟むように窓口カウンター及び事務スペースが配置されているた

め、視線や圧迫感を感じる来庁者もいるとのこと。 

 子育て支援課の近くに託児スペースがあり、月、水、金曜日には担当者が

おり託児ができる手厚い体制。甲斐市はキッズスペースがあるのみ。 

 甲斐市役所と比較すると、解放的で、コミュニケーションが取り易い環境に

恵まれていると感じた。 

 

【活動状況】 

 インタビューや観察から、年々職員の負担増加している現状を裏付けるた

めアンケートを実施した。 

 アンケートでは、残業はしているがそこまで苦痛に感じていない旨の回答

が多く、想定していた回答結果とは違っていた。 

 仕事に追われて残業している人もいる一方で、明らかに生活残業をしてい

るような人も見受けられる。 

 アンケートの回答者は、比較的余裕のある部署が多く、保健師など激務と

いわれる人たちほど、回答がなかった。 

 アンケートの活用法を検討している段階である。 
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（3—3）職員の働き方に関する取組への研究  

 

◆「山梨県ＷＬＢ推進室」へのヒアリング（１２月１９日） 

自治体職員の働き方に対する取組事例を調査・研究するため、山梨県

庁において、ワークライフバランスの推進活動をしている「ＷＬＢ推進

室」へのヒアリングを行った。 

 

【ＷＬＢ推進室の概要】 

 平成２９年度に人事課所管の「ＷＬＢ推進室」が設置され、公募により６名

のメンバーが任命（兼務）され活動を開始。人事課のサポートを受けながら、

働き方やワークライフバランスの推進に関する意識改革のための広報活動

と、制度（主にテレワーク）の調査研究を行った。 

 平成３０年度、３１年度においても、数名のメンバーの入替えを行いながら、

働き方への意識改革と業務改善の情報提供を中心に活動している。 

 ワークライフバランスの主な広報活動は次のとおり。 

・知事、部局長メッセージ発信（インタビュー） 

・庁内広報誌の発行 

・職員アンケートの実施 

・仕事に役立つワード、エクセル機能集の作成 

 

【活動のポイント】 

 本業を効率化して合間を縫って取り組んでいる。働き方改革を推進している

ことから、残業は極力しないよう活動している。 

 「おもしろい」「スキルアップ」など自分の意識がモチベーションにつなが

り継続できている。ある意味自己満足の世界でもある。 

 推進室のメンバーがいかに同じ方向を向いて活動できるか。内部の調整が難

しい。本業の忙しさや考えの相違などの理由により脱落するメンバーもいた。 

 活動する上でサポーター役である人事課のリーダがキーパーソンとなった。 

 

【気づき】 

 人選は手上げにより行うことで、取組へのモチベーションが当初から担保さ

れてていると感じた。 

 公的な組織として、人事課による強力なサポートもカギとなっている。 

 啓発活動がメイン活動であるが、その情報を受ける職員にメリットのあるよ

うな情報も発信することがポイント。 

 幹部のメッセージ発信など、管理職としての考えや思いを部下に伝える意味

では非常に有効な手段であると感じた。 
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３ 次年度に向けた展望 

(1)取組についてのシナリオ 

 

① 庁内広報の実践 

甲斐市から人材マネジメント部会（以下人マネ）への参加は今回で３期目とな

る。過去のマネ友の活動も含め、３年間は人マネの名前が職員に触れる機会があ

ったことになる。 

しかし、庁内における人マネの認知度は低く、人マネの派遣元である甲斐市政

策研究所についても、職員に浸透しているとは言えない。政策研究所については、

若手職員を中心とした政策研究のほか、人材育成研修や講演会、業後に講師を招

いた自主勉強会を開催するなど、一般の職員に向けて広く門戸を開いている。 

それにも関わらず出席者が集まらない、広く浸透していかない背景には、課題

として挙げた残業の恒常化に端を発する、組織風土が関わっていると考える。業

後、自主勉協会が開催されているまさにその時間に、庁内では多くの職員が残業

に追われている。時間内の研修に参加すれば、たまった仕事は業後に行うことと

なるし、窓口業務のある部署では、職員の離席は係員の負担に直結する。 

プラスアルファの活動に時間を費やすことは、自身の業務負担はもちろん、他

者への後ろめたさも手伝って、踏み出すためのハードルが高いものとなってい

る。そのような風土が故、ＷＬＢ意識が低く、仕事を早く終えて私生活を充実さ

せることを難しくしている。 

そのような背景もあり、人マネ及び政策研究所は、多くの職員にとって敬遠さ

れがちな話題であり、関係者はむしろ奇異な存在として見られているのではな

いかと考える。 

もう一つ、人マネ及び政策研究所が浸透しない理由として考えられるのが、情

報共有の不足であると考える。 

政策研究所が行っている活動について、参加募集等は行うが、実施内容等につ

いてのフィードバックは行われていない。講師を招いて貴重なお話をいただい

ても、参加した人にしか内容はわからないのはあまりに勿体ない。 

そのため、研修の内容のフィードバック等も含め、定期的に庁内広報誌を発行

しようと考えている。内容は、政策研究所の活動内容や人マネの活動内容等のフ

ィードバックを掲載するとともに、自身の業務に役立つパソコンのスキルなど

の仕事の情報や、ＷＬＢの推進など、政策研究所・人マネの認知拡大と併せて、

受け手の興味を惹く有効な情報も提供することを目的とする。 

紙媒体の配布はせず、庁内ＬＡＮで電子データのみの定期配信を想定してい

る。すべての職員の負担にならず、気になった人が気になったときに目を通して

くれるようなカジュアルさを重視していきたい。 
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この活動により、人マネ及び政策研究所の活動について理解が深まるととも

に、働き方についての意識が高まり、問題解決に取り組む意識を持った職員が増

えるきっかけを与えることで、現在庁内に蔓延している行き詰まり感の打破に

つながることを期待している。 

 

②マネ友との交流 

 昨年度までは、甲斐市は山梨県唯一の人マネ参加自治体であったが、今年度

から、県内の多くの自治体が１期生として人マネに参加した。研究課題等に取

り組む中で、県内マネ友が集い、自主的な勉強会を行うこともあった。 

 来年度以降も引き続き、マネ友との交流を継続し、情報共有やモチベーショ

ンの維持につなげたい。 

 また、甲斐市においては過去２期分のマネ友に加え、来年度も４期目が参加

する予定であるため、歴代のマネ友の関りも重要となってくる。４期生の意思

や考え方を尊重しながら、マネ友として力になれるよう、バランスの取れたサ

ポートを意識していきたい。 

 

 

(2)１年後に目指す状態と創り出したい変化 

 以上の活動を通し、庁内の職員の多くが人マネや政策研究所について認知し、

共感した職員が積極的に携われるような環境を創りたいと考えている。同時に、

ＷＬＢや働き方についての理解を深め、自身の働き方、仕事と生活に対し向き合

える状態を創りだしたい。 

 そのような変化を起こすためには、庁内における職員間のコミュニケーショ

ンを活発にしていく必要があると考える。庁内報等を通して、職員が働き方等に

ついて対話するきっかけとして作用することが期待される。 
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４ 付記（論文末に添えて） 

 

◇ 赤松 圭 ◇ 

 勤続年数が 20年を超え、様々な部署で行政事務を経験し、職位とともに責

任が増していますが、これまでは、ごく狭く小さい価値観、内向きの視点で仕

事に向き合ってきたと言わざるを得ません。山梨県市町村職員研修所において

は、新任、現任、監督者研修にて、「住民協同によるまちづくり」「コーチング

（ＯＪＴ）の基礎知識」「行政経営の効率化」そして「マネジメント（！）」

等々を受講してきましたが、一過性の「研修」であり、継続した実践を伴うも

のではなかったため、意識の変革に至りませんでした。 

本研究会の参加を通じて、職場、組織、市のあるべき姿という価値前提から

現状課題を分析し、改善のためにアクションするという明確な答えのない研究

と取組には苦悩しましたが、参加メンバーやキーパーソン、部会参加自治体の

みなさんとの対話から気づきを得ながら何とか想いを形作ろうとしました。 

第５回研究会の最後に幹事から話をいただいたとおり、第１歩が常に最も難

しく、踏み出し切れない結果となりましたが、このもどかしさ、葛藤を引きず

り後悔で終わりたくはありません。一人よりも三人、マネ友や多くの人たちの

協力を得ながら歩み始めたいと思います。 

最後に、部会の参加に当たり、快く送り出していただいた職場の仲間や惜し

みない協力をいただいたマネ友、厳しくも温かく見守ってくださった幹事団と

事務局の皆様、何よりも常に支えてくれた参加メンバーに敬意と感謝を申し上

げます。 

 

◇ 山本 大介 ◇ 

 ４月の人事異動に伴い、政策研究所における人材育成部門の研究として、何も

分からず派遣された人材マネジメント部会。何のために派遣され、なぜこのよう

な課題に取り組まなければならないのか、自問自答を繰り返しながら、とにかく

「こなすこと」で精いっぱいの１年間であった。 

 市役所に入庁してからの自分を振り返ると、担当業務さえきちんとこなして

いればそれで良いという考えがあり、周りを考えることはほぼ皆無であり、現状

に満足していた。年齢的にも中堅クラスから、数年後には係長へとステップアッ

プして行く立場にありながら、将来のことを漠然と捉え、日々を過ごしていた。 

 そんな状況の中で、人材マネジメント部会に参加し、組織や人材の課題に向き

合うことを始め、「対話」の重要性や「ありたい姿」から物事を考えるなど、今

までの自分の思考にはない概念に触れふことで、自身の無関心さや無知を痛感

するとともに、自己を顧みる貴重な経験であったと言える。 

 一方で、１年間の活動を振り返ると、「１歩踏み出す」こと、「周りを巻き込む
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こと」ができず、組織や周りに対して変化を与えることはできなかったと反省し

ている。自分たちに何ができるのか、と思い悩み続ける中で、中々前には進めず、

結果、活動を起こすことに対して委縮してしまい、先輩人マネや幹事団への相談

や協力を仰ぐこともできなかった。 

 今となっては、行動を起こさなければならいプレッシャー、「１歩踏み出す」

ことへのさためらい、頭の片隅にある違和感や腑に落ちない部分などを打破す

ることができなかったのではないかと考えている。 

 しかしながら、少しずつでも自分の中の意識に変化が生じてきていることも

事実である。この気持ちを大事にしつつ、少しずつでも前進していきたい。 

 

◇ 和田 匠 ◇ 

 昨年度の末だったかと思います。派遣元である政策研究所事務局からお声か

けいただき、ただ漠然と「貴重な勉強の機会」として飛び込んだのが、この人材

マネジメント部会でした。 

 第１回の部会を皮切りに、与えられた課題と向き合いながら、同時に自身の業

務に追われながらの、怒涛の１年だったと感じています。自身が所属している組

織の現状、課題、理想像について、深く考えていなかったことを痛感しました。 

 研究会に参加するまでは、自治体職員の仕事は、与えられた仕事を卒なくこな

すことが全ての、創造性とは無縁のものだと思っていました。しかし、幹事団の

お話や、マネ友との対話を通して、自治体職員の在り方や、理想の組織について、

真剣に考えるきっかけを得ることができました。 

 １年間の活動を振り返ると、「もっといい方法があったのではないか」、「もっ

と積極的に動くことができたのではないか」と、反省すべき点が多々あります。

一方で、元来引っ込み思案で消極的な私が、ほんの少しではありますが、自分で

考え、些細ながらも行動に移すことができたのは、この部会に参加したことで起

きた大きな変化だと感じています。 

 私たちがこの１年間で課題と向き合い、捻り出したアイデアは、すべての人の

共感を得られるものではないかと思います。しかし、この３人だからこそ辿り着

いた答えだと思います。来年度以降も増えていくであろうマネ友の方々、そして

組織の方々と手を取りながら、少しづつでも理想の組織に近づけるよう、微力な

がらも動き続けていきたいと思います。 

 最後に、部会の参加にあたり、応援やご指導をいただいた多くの方々に御礼申

し上げ、結びとさせていただきます。
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働き方に関する職員アンケート調査結果 

１ 方法 

対象者 特別職を除く正職員 368 人（情報系パソコンが操作可能な職員） 

調査期間 令和元年 12 月 17 日～12 月 27 日 

方法 グループウェア 

調査内容 

回答者属性、職員像、人事サイクル、平均退庁時間、ワークライフバ

ランス、業務量、業務改善、相談・情報共有、など 

 

２ 回答結果 

回答者数 267 人 

回答率 72.6% 

 

３ 調査結果 

１）性別 
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２）職位 

  

170

157

12

31

46

47

46

24

26

39

18

39

24

97

74

23

26

18

32

21

23

26

12

10

20

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 n=267

一般行政職 n=231

専門職 n=35

20代 n=57

30代 n=64

40代 n=79

50代以上 n=67

主事 n=47

主任 n=52

主査 n=51

副主幹 n=28

係長 n=59

部局長・課長 n=30

男性 女性

47

24

23

36

31

15

1

52

26

26

42

10

25

20

6

1

51

39

12

50

1

1

27

20

3

28

18

10

21

6

2

21

5

59

39

20

57

2

31

28

30

24

6

25

5

30

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 n=267

男性 n=170

女性 n=97

一般行政職 n=231

専門職 n=35

20代 n=57

30代 n=64

40代 n=79

50代以上 n=67

主事 主任 主査 副主幹 係長 部局長・課長
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３）職種 

 

 

４）目標とする職位 

 

231

157

74

47

59

66

59

36

42

50

21

57

25

35

12

23

10

5

13

7

11

10

1

6

2

5

1

1

1

1
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女性 n=97

20代 n=57
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40代 n=79
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主事 n=47

主任 n=52

主査 n=51

副主幹 n=28

係長 n=59

部局長・課長 n=30

一般行政職 専門職（司書・技師・保健士等） 技術労務職

12

12

12

4

1

5

2

1

3

2

2

4

69

59

10

63

6

11

14

19

25

8

8

15

5

14

19

20

13

7

18

2

2

4

7

7

3

3

1

9

4

7

2

5

6

1

1

3

1

2

2

2

3

159

84

75

132

26

39

42

47

31

33

36

33

21

29

7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 n=267

男性 n=170

女性 n=97

一般行政職 n=231

専門職 n=35

20代 n=57

30代 n=64

40代 n=79

50代以上 n=67

主事 n=47

主任 n=52

主査 n=51

副主幹 n=28

係長 n=59

部局長・課長 n=30

特別職 部局長 課長 係長 役職は求めない
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「役職は求めない」とする職員は全体で約 60％。職位や年齢が上がるに連れて目標と

する職位も上がる傾向がある。 
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５）あなたの考えに近い職員像 

 

専門職、50 代以上、副主幹、係長では「特定の分野で…」が 50％を超えている。 

 

６）人事異動サイクル 
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91

49

131
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34

34

43

29

27

27

29
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28
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127

79

48

100
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23
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一般行政職 n=231

専門職 n=35
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30代 n=64

40代 n=79

50代以上 n=67

主事 n=47

主任 n=52

主査 n=51

副主幹 n=28

係長 n=59

部局長・課長 n=30

多様な部署を経験し、見識を広げたい 特定の分野で経験を積み、その分野での見識を深めたい
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31
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42

6
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4

11
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4
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7

42
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35

7
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3
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7
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男性 n=170

女性 n=97
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主事 n=47

主任 n=52

主査 n=51

副主幹 n=28

係長 n=59

部局長・課長 n=30
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「３年」最もが多いものの、「４年以上」と考える職員も一定数いる。専門職では４年

以上とする割合が 70％となっている。 
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７）平均退庁時間（繁忙期を除く） 

 

専門職、30 代、40 代、副主幹では平均退庁時間が 19 時以降となる割合が 30％を超

えている。 

 

８）ワークライフバランス 

2

2

2

2

1

1

7

3

4

5

2

1

2

4

3

1

1

2

13
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4
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3

2
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4
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9

7
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3

8

8
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7
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63
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11
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14
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5
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1
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31
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9

24
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20

33

17
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8

19
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35

28

7
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4

4

4

12

15

3

3

5

6

9
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5

5

5

3

1

1

4

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 n=267

男性 n=170

女性 n=97

一般行政職 n=231

専門職 n=35

20代 n=57

30代 n=64

40代 n=79

50代以上 n=67

主事 n=47

主任 n=52

主査 n=51

副主幹 n=28

係長 n=59

部局長・課長 n=30

22時以降 21時～22時 20時～21時

19時～20時 18時～19時 17時30分～18時

17時15分～17時30分 その他（時短勤務、シフト制等）
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40 代、係長では「ほとんど実現できていない」「あまり実現できていない」を合わせた

割合が 50％を超えている。 

  

33

19

14

27

6

6
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13

4

9

4

9

4

6

1

67

36

31

56

11

11

12

28

16

9

10

11
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25

2

151
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45

132

18

34

40

33

44

26

35
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26
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16

9

7

16

6

2

5

3

3

3
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2

2

2
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全体 n=267

男性 n=170

女性 n=97

一般行政職 n=231

専門職 n=35

20代 n=57

30代 n=64

40代 n=79

50代以上 n=67

主事 n=47

主任 n=52

主査 n=51

副主幹 n=28

係長 n=59

部局長・課長 n=30

ほとんど実現できていない あまり実現できていない ある程度実現できている 大いに実現できている
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９）業務量 

 

女性、専門職、30 代、40 代、主査、係長では「多い」「やや多い」を合わせた割合が

60％を超えている。 

 

10）業務の軽減方法（複数回答） 
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一般行政職 n=231
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30代 n=64

40代 n=79

50代以上 n=67

主事 n=47

主任 n=52

主査 n=51

副主幹 n=28

係長 n=59

部局長・課長 n=30

多い やや多い 適正 やや少ない 少ない
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「人員を増やす」、「無駄な業務を廃止する」、「分担・フォローする」の 3 項目でおよそ

70％を占めている。 

自由意見では人員配置に関する意見が多く見受けられる。  
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8
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専門職 n=35

20代 n=57

30代 n=64

40代 n=79

50代以上 n=67

主事 n=47

主任 n=52

主査 n=51

副主幹 n=28

係長 n=59

部局長・課長 n=30

人員を増やす 無駄な業務を廃止する 分担・フォローする

外注・委託 AIなどによるシステム効率化 業務マニュアルを見直す

その他



資料 働き方に関する職員アンケート調査結果 

- 29 - 

 

11）業務改善について 

 

20 代、主事では「スキルや知識がない」が相対的に多い。 

 

12）相談・情報共有 

 

102

67

35

92

10

18

24

24

36

12

20

19

6

22

23

75

44

31

63

12

14

21

24

16

14

14

18

10

15

4

53

35

18

43
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係長 n=59

部局長・課長 n=30

改善できることはしている 改善したいが時間的余裕がない

改善したいがスキルや知識がない 改善したいが法令や例規によりできない

改善したいがシステム改修等コストがかかる 改善の必要性を感じていない

改善したいと思わない
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係長 n=59

部局長・課長 n=30

十分にできている ある程度できている あまりできていない まったくできていない
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全体では「十分にできている」、「ある程度できている」が 80％を超えている。 

主事、主査では「あまりできていない」が相対的に多い。 

 


